
　　令和2年3月

　　那須町

那須町国土強靭化地域計画（概要版）



－１－

　　本計画は、基本法第13条の規定に基づき、本町における国土強靭化に関する施策を総合的かつ計画的

【参考１】

　　総務分野・・・那須町振興計画・まちひとしごと創生総合戦略・公共施設管理計画

　　福祉分野・・・災害時要援護者対策・保育園児対策・社会福祉協議会の運営

　　建設分野・・・都市計画マスタープラン・建築物の耐震化・道路河川の適正管理と改良

　　農林分野・・・山地治山の推進・土地改良区との連携・農地、農業用施設の適正管理

　　　　　　　　　農業用ダム、農業用ため池の管理・災害に強い森林づくり

那須町地域防災計画

那須町業務継続計画

調和

　に推進するための基本的な計画として策定するものです。

　　また、県地域計画が、本町を含む県土全域にわたる計画であることから、同計画との調和を図るとと

　もに、国土強靭化に関する分野の計画等の指針とするものです。

　　あわせて、本計画は「那須町地域防災計画」及び「那須町業務継続計画」との調和を図ります。

調和調和

（指針とする計画や重要施策）

本計画を指針とする主な分野

　　このような災害時において、町民の生活を守るとともに、被害の軽減を図り、最悪の事態を回避する

　「災害に強いまちづくり」「安全安心な暮らし」の推進が肝要であることから、自然災害等に備え、強

　く、しなやかなまちづくりに総合的かつ計画的に取り組むため、那須町国土強靭化地域計画（以下「本

　計画」）という。）を策定します。

　本計画（以下「国基本計画」という。）」を策定しました。

　　栃木県においては、国基本計画を踏まえ、「栃木県国土強靭化地域計画」(以下「県地域計画」とい

　う。）を平成28年2月に策定しています。

　　那須町（以下「本町」という。）においては、平成10年8月豪雨災害（いわゆる那須水害）や平成23

　年に発生した東日本大震災、令和元年10月の台風第19号による被害など、約10年間隔で大規模な自然

２　本計画の位置付け

国基本計画 県地域計画
那須町国土強靭化

地域計画

　災害が発生しています。

　　上下水道・・・施設の耐震化及び長寿命化・経営戦略の推進

　　医療分野・・・初動の確認と適正処置

　　国においては、東日本大震災の発生などを踏まえ、大規模自然災害等に備えた国土の全域にわたる

　強靭な国づくりを進めるため、平成25年に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災

　等に資する国土強靭化基本法（以下「基本法」という。）を制定し、基本法に基づき「国土強靭化基

　ー背景と策定の目的ー

１　国土強靭化地域計画とは

　　文教分野・・・学校安全計画・施設の適正管理・防災教育

　　広域行政・・・県北自治体・栃木県町村会・福島県南地域の自治体等との連携



　災害発生前

　人命保護や被害最小化などを図る

－２－

【相関のイメージ図】

災害予防

復旧・復興

体制整備
経済システムの強靭化

応急対応

復旧対応

　施策指標の設定

　計画の意義

那須町地域防災計画との趣旨整理

国土強靭化地域計画 地域防災計画

　対象となる時間軸

　施策の設定方法

　を展開する。

有

　対応力の強化を目指す。

　災害発生前・発生時・発生後の対応

　予防・応急・復旧などの具体的

　施策を展開する。

無

　の強靭化を目指す。

　ため、最悪の事態を回避する施策

【参考２】

　自然災害全般を想定し、地域社会 　災害の種別ごとに、発生時の

計画とします。

　※計画期間中において、社会情勢に変化が生じたときは必要に応じて見直しを

　　行います。

　３　計画期間

時間軸

　本計画の計画期間は、第1期を令和2年度から令和7年度とし、以後5年スパンの

復興対応

《国土強靭化地域計画》 《地域防災計画》

災害発生発生前 発生後

応急体制整備

生活空間の強靭化



－３－

ＰＤＣＡサイクルによる事業展開の検証

主に取り組む施策分野ごとの推進方針策定（P7～P17）

①行政機能と消防　②都市・インフラ　③町民の暮らし　④産業と経済

リスクシナリオごとの脆弱性評価（P5～P6　詳細については本文P25以降参照）

８つの基本目標に対するリスクの洗い出し（Ｐ4一覧）

４　基本目標

　　基本理念に基づき、本町の強靭化を推進するために必要な事項として、次の８つの

　基本目標を設定します。

　①　人命の保護が最大限図られること

　⑥　生活、経済活動に必要不可欠なインフラ（電気・ガス・上下水道・燃料・

　　交通等）を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること

　⑦　二次災害の発生を防御すること

　⑧　地域社会、地域経済が迅速に復旧、復興できる条件を整備すること

　⑤　経済活動が機能不全に陥らないようにすること

５　本計画の構成

　④　必要不可欠な情報通信機能を確保すること

　②　救助、救急、医療活動等が迅速に行われること

　③　必要不可欠な行政機能を確保すること



－４－

　異常気象等による広域かつ長期的な住宅地等の浸水１－２

１－３ 　大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生

１－４ 　那須岳の突発的噴火による多数の死傷者の発生

　り、避難行動の遅れによる多数の死傷者の発生

1

 人命の保護が最大限図られ

ること

５－２

　供給不足

本町におけるリスクシナリオ（８つの基本目標の実現の妨げになる起きてはいけない事態）

基本目標 No. リスクシナリオ

１－１
　建物等の複合的・大規模倒壊や、住宅密集地における火災による

　死傷者の発生

　被災地における感染症等の大規模発生

2

 救助、救急、医療活動等が

迅速に行われること（それ

がなされない場合の必要な

対応を含む）

２－１

２－４

２－５

　被災地での食料、飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

　消防等の被災等による救助、救急活動等の絶対的不足２－２

　施設及び関係者の絶対的不足、支援ルートの途絶による医療機能

　の麻痺、重篤者の搬送支障

　救助、救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶、医療

２－３

　橋りょう崩落等による長期の帰宅困難者への飲料水、食料等の

 必要不可欠な行政機能を

確保すること
3 ３－１

 　町職員、施設等の被災による機能の大幅低下、登庁困難者多数に

　よる機能不全

 必要不可欠な情報通信機能

を確保すること
4 ４－１ 　電力供給停止等による情報通信機能の麻痺、長期停止

７－４

5

 生活や経済活動に必要な

公共インフラを確保すると

ともに、早期復旧を図ること

　電力供給の長期停止

　上水道、下水道の長期間にわたる機能停止

　源泉の被災による温泉の供給停止

　地域公共交通ルートが分断する事態

６－１

６－２

６－３

６－４

6

 経済活動を機能不全に陥ら

せないこと

５－１ 　本町の基幹産業である観光・農業における経済活動の停滞

　サプライチェーン※の寸断等による企業の経済活動の停滞

　基幹的陸上交通ネットワークの機能停止

　食料等の安定供給の停滞

５－３

５－４

　地域コミュニティの衰退等により復旧、復興が大幅に遅れる事態

８－３

7

　大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞等により、復旧・復興が

　大幅に遅れる事態

　道路橋りょう等の復旧、復興を担う人材（専門技術者、労働者、ボラ

　ンティア等）の不足により復旧、復興が大幅に遅れる事態

　火山噴火からの復旧、復興を担う総合的なコーディネーターの不足

　により復旧、復興が大幅に遅れる事態

8

二次災害の発生を防御すること

　ため池、ダム、防災施設等の損壊、機能不全による二次災害の発生

　有害物質等の大規模拡散、流出

　農地、森林等の荒廃による被害の拡大

　那須岳噴火後の火山灰の降灰、火砕流の発生

７－１

７－２

７－３

８－１

８－２
 地域社会、地域経済が迅速

に復旧、復興できる条件を

整備すること

８－４

※サプライチェーン：原料の段階から製品が消費者の手に届くまでの経済活動のつながり

本町において想定する災害：水害、地震、風水害、雪害、放射能の拡散、火山噴火等

１－５
　上記1－1から1－4のリスク想定において、情報伝達の不備等によ



－５－

〇社会資本の老朽化対策や、市街地整備、治水、土砂災害対策等の推進が必要です。

【参考】主な脆弱性評価結果（リスクシナリオごとの脆弱性評価）

　保、警戒・避難体制（要援護者、外国人等を含む）、防災訓練、自主防災組織の育成、学校等における

　防災教育など、各分野において充実強化が必要です。

１　人命の保護が最大限図られること　　リスクシナリオ1－1から1－5

〇本町の住宅、建築物の耐震化率は80％前後となっており、防災上重要な町有建築物については、約95％

　となっています。令和2年度を目標年度とする那須町建築物耐震改修促進計画（第2期計画）に基づき、

　さらなる耐震化の促進が必要です。

〇各種災害に対応したハザードマップの見直しと有効活用、関係機関と連携した情報収集、伝達体制の確

２　救助、救急、医療活動等が迅速に行われること（それがなされない場合の必要な対応を含む）

　　リスクシナリオ2－1から2－5

〇災害時に必要となる食料、飲料水、防災用資機材、医療品などの計画的な備蓄や、流通備蓄にかかる

　関係機関、民間事業者等との協力体制のさらなる強化が必要です。

〇救援物資等を迅速かつ確実に輸送することや「孤立集落」を最小限にするため、県等と連携した緊急輸

　送体制の整備や、緊急輸送道路をはじめとする道路ネットワークの計画的な整備・維持管理が必要です。

〇近隣自治体等との広域的な相互応援、受援体制の充実強化が必要です。

〇災害時の医療救護活動を迅速かつ効率的に実施するため、救護班、救護所の設置などにかかる医療関係

　機関との連携強化が必要です。

〇ドクターヘリの離発着のため、町内に数か所の離着陸場（ヘリポート）が必要です。

３　必要不可欠な行政機能を確保すること　　リスクシナリオ３－１

〇災害活動拠点や防災上重要な町有建築物の保全、防災拠点の自立分散型エネルギーの導入推進、業務継

　続体制の強化、近隣自治体との相互応援体制の確保が必要です。

〇那須町業務継続計画に基づき、災害対応力の向上を図る必要があります。

４　必要不可欠な情報通信機能を確保すること　　リスクシナリオ４－１

〇非常用発電機の老朽化対策など、非常時に安定した電源を確保するための対策を推進するとともに、

　災害の種類に応じた多様な情報伝達手段の確立と町民等への普及が必要です。



－６－

　続が担保されるよう、東京圏企業の本社機能等の移転促進に向けた取り組みが必要です。

〇観光地である本町内で想定される災害に際して、観光客に対する円滑な誘導、避難を確保するための

　幹線道路の整備や輸送車両の滞留空間確保など、交通ハブ機能の強化が必要です。

〇農業用施設の改良、維持管理など、農林水産業にかかる生産基盤等の災害対応力の強化が必要です。

　　リスクシナリオ８－１から８－４

〇県や関係機関等と連携し、災害廃棄物を円滑、迅速に処理するための体制整備が必要です。

〇個人財産の確保と円滑な災害復旧事業の実施のため、地籍調査の推進が必要です。

〇非常時における専門技術者の確保を進める必要があります。

〇建設業の人材、災害ボランティアの確保などマンパワーの確保が必要です。

６　生活や経済活動に必要な公共インフラを確保するとともに、早期復旧を図ること

　　リスクシナリオ６－１から６－４

〇関係機関と連携し、リスクの洗い出しや、緊急時に備えた訓練の充実が必要です。

〇長期停電を回避するための自立分散型エネルギーの普及開発が必要です。

５　経済活動を機能不全に陥らせないこと　　リスクシナリオ５－１から５－４

〇国全体の強靭化に貢献する観点から、首都機能に甚大な被害を生じる災害が発生した場合でも、事業継

〇地域公共交通ルート上の道路及び生活道路、通学路について、計画的な整備、維持管理が必要です。

〇上水道、下水道の老朽化対策、耐震化の推進が必要です。

〇町の観光資源である温泉源泉の適切な維持管理が必要です。（民間事業者）

７　二次災害の発生を防御すること　　リスクシナリオ７－１から７－４

〇町内の農業用ダム、ため池の適切な維持管理が必要です。

〇有害物質等の大規模拡散、流出等に関して、県、周辺自治体等との役割分担が必要です。

〇国土保全の観点から、優良農地、農業水利施設、森林の適切な保全管理が必要です。

〇那須岳噴火の際に想定されるリスクについて、町民等へのさらなる啓発や避難所の確保が必要です。

８　地域社会、地域経済が迅速に復旧、復興できる条件を整備すること

〇地域コミュニティの希薄さは災害時にマイナスに働くことから、防災意識を高めるための自治会活動や

　自主防災組織づくりが重要です。



主に取り組む施策分野ごとの推進方針

　物耐震改修促進計画（第2期計画）に基づき、国の「住宅・建築物安全ストップ形成事業」を有効活用し、

（主な取り組み）

　〇町役場、支所、消防施設、避難所等の計画的な保全

　〇防災拠点における太陽光発電や蓄電池等の自立分散型エネルギーの導入推進

　〇防災拠点の施設整備や臨時離着陸場（ヘリポート）の設置・・・道の駅那須高原友愛の森

　〇防災上重要な町有建築物の耐震化

　業務継続体制の整備（リスクシナリオ３－１）

　「那須町業務継続計画」に基づき、人員不足時の対応や災害対応力の向上を図ります。

　大規模災害発生時における迅速かつ的確な応急対策を実施するため、救出、救助活動、物資輸送活動、

　情報の収集・伝達体制の確保（リスクシナリオ１－５、４－１）

　災害発生時において、県、町、防災関係機関が迅速かつ的確な情報収集、伝達を行います。

（主な取り組み）

　〇防災行政ネットワークやドローン等を活用した効果的な情報収集、伝達のあり方を常時検討

　〇宇都宮地方気象台との連携強化及び気象予報士による基礎研修（災害対策本部員対象）

　〇公共土木施設の迅速な復旧に向けた国、県、周辺自治体、民間団体等との情報共有

　〇防災行政無線、那須町安全安心メール、エリアメール等の複合的な情報伝達

　物資、資機材の備蓄、調達体制の整備（リスクシナリオ２－１、５－３）

（１）行政機能と消防

　①行政機能

　防災上重要な町有建築物の耐震化を推進します。

（主な取り組み）

　〇那須町業務継続計画に基づく活動の確認

　〇組織、事務事業の継続的な見直し

－７－

　災害発生直後の被災町民の生活を確保するため、必要となる物資の現物備蓄及び流通備蓄に計画的に

　取り組みます。また、備蓄物資の品目選定については、高齢者、障がい者、女性、乳幼児、食物アレ

　ルギーのある方にも配慮していきます。

（主な取り組み）

　〇被害想定に基づく食料、飲料水、生活必需品の備蓄推進

　〇医療機関等との連携による医薬品等の備蓄推進

　〇被災住民の避難生活等において必要となる防災用資機材の備蓄推進

　〇民間事業者団体等と締結した協定の効果的な運用と新規締結の推進

　帰宅困難者対策（リスクシナリオ２－４）

　大規模災害発生時において、帰宅困難者が発生した場合に備えた対策を推進します。

（主な取り組み）

　〇県や周辺自治体との情報共有の強化及び代替輸送ルートや輸送手段の確保

　〇町と民間事業者（宿泊施設）における（災害時の）宿泊に関する協定の推進

　〇避難所の確保や公共施設、観光施設、宿泊施設における緊急物資の備蓄推進

　防災拠点機能の確保及び防災上重要な町有建築物の耐震化（リスクシナリオ３－１）

　医療活動等において重要な役割を担う防災拠点の防災機能を計画的に整備するとともに、那須町建築
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　首都直下地震への対応（リスクシナリオ３－１、５－２）

　首都直下地震等の発生に備え、首都機能のバックアップへの対応等に県及び周辺自治体と連携しながら

　取り組みます。

（主な取り組み）

　〇首都機能等のバックアップ拠点としての機能発揮に向けた検討

　〇東京圏企業の栃木県北エリアへの本社移転推進

　②消防

　火災予防に関する啓発活動、地域の消防力の確保（リスクシナリオ１－１）

　大規模な災害発生時に、迅速かつ的確に消火、救急、救助活動が行える体制を整備します。

（主な取り組み）

　〇消防施設、設備、車両等の計画的な整備と適切な維持管理

　町内で発生した大規模災害時における人命救助活動等を迅速かつ効果的なものとするための対策を推進

　します。

（主な取り組み）

　〇人命救助活動における県及び広域連携の推進

　町の対応能力を超える大規模災害に備え、地方公共団体間の広域的な応援体制や関係機関との協力体制

　を確立します。

（主な取り組み）

　〇自衛隊への的確な支援要請

　〇周辺自治体及び定住自立圏域自治体との応援体制構築

　〇町の受援体制の整備

　〇災害時相互連携協定の適切な運用

　消防広域応援体制の整備（リスクシナリオ　２－２）

【行政機能と消防】分野の重要業績指標

３　地域防災拠点における自立分散型エネルギーの導入 2ヶ所（H30） 6ヶ所（R7）

４　消防団の充足率 89％（H30） 現状値からの増加

重要業績指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値

１　防災上重要な町有建築物の耐震化率 95％（H30） 100％（R7）

２　備蓄非常用食料の充足率 100%（H30） 100％（R7）

　〇消防団員の確保や資質の向上などの組織の充実、強化

　相互応援体制の整備（リスクシナリオ２－２、３－１）



（主な取り組み）

　〇河川の拡幅改良や護岸整備など減災対策の推進

　〇河川の堆積土除去などの防災、減災対策の推進

　〇町民が河川氾濫前に適切に避難できる警戒周知、避難誘導の取り組み

　〇浸水ハザードマップの見直し

　〇道路排水施設整備等の推進

　〇民間事業者による開発行為における適正な雨水排水処理の指導
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　〇市街地内における多目的空地の確保推進

　総合的な水害対策（リスクシナリオ１－２）

　老朽危険空き家対策（リスクシナリオ１－１）

（２）都市・インフラ

　住宅、建築物の耐震化（リスクシナリオ１－１）

　那須町建築物耐震改修促進計画（第2期計画）に基づき、効果的な普及啓発を行うとともに、国の

　「住宅・建築物安全ストック形成事業」及び県の支援制度等を有効活用し、耐震化を推進します。

（主な取り組み）

　〇住宅の耐震化推進

　〇学校、公民館、旅館、ホテル等多数の者が利用する建築物の耐震化推進

　〇緊急輸送道路及び避難路沿道建築物の耐震化の促進

　社会資本の老朽化対策（リスクシナリオ１－１、５－３）

　今後急速に進行する社会資本等の老朽化に対応するため、那須町公共施設等総合管理計画を策定し、

　計画的な維持管理と更新に取り組むとともに、那須町道路整備５カ年計画及び那須町橋梁長寿命化

　修繕計画に基づいた社会資本の維持管理・更新に取り組みます。

（主な取り組み）

　〇公共施設の再編及び公共建築物の長寿命化（計画的な維持管理と更新の推進）

　〇道路、橋りょう、上下水道等インフラの長寿命化（計画的な維持管理と更新の推進）

　水害を予防し、河川の安全性を高めるため、ハード対策とソフト対策を一体的に推進するとともに、

　集中豪雨による市街地における浸水被害を解消するため、道路排水施設整備を推進します。

　災害発生時の倒壊等を防止するため、関係機関と連携し、空き家対策を推進します。

（主な取り組み）

　〇「那須町空き家対策計画」の策定（空家の調査、所有者への告知、解体費補助制度等の創設など）

　　

　市街地整備（リスクシナリオ１－１）

　災害時の被害拡大の抑制や、円滑かつ安全な避難行動の実施に向けた避難路や避難場所の確保など

　災害に強い市街地を目指した基盤整備や都市機能の更新を推進します。

　想定市街地・・・那須湯本、黒田原、芦野、伊王野

（主な取り組み）

　〇緊急輸送道路、避難路等の整備推進

　〇緊急輸送道路及び避難路沿道建築物の耐震化の促進（再掲）

　〇防災機能を有する公園や道の駅における防災機能の強化（例：道の駅那須高原友愛の森防災館）

　〇幹線道路の無電柱化を推進



（主な取り組み）

　〇栃木県北及び福島県南地域自治体との連携強化

　〇上記エリア間における道路整備の促進
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　都市機能の維持（リスクシナリオ２－１、２－３）

　大規模災害時において、隣接した拠点で都市機能が補完できるよう周辺自治体との連携を強化します。

　〇対策検討の深化（噴火危険区域内における避難確保、火山シェルター等の検討）

　〇適切な道路整備の推進

　〇奥那須地域の渋滞対策の推進と総合的な再整備構想の樹立

　〇町民及び観光事業者に対する平常時の啓発及び的確な避難誘導の推進

　緊急輸送体制の整備（リスクシナリオ２－１、２－３、５－２、６－４）

　災害発生時において、被災地域へ救護物資等を迅速かつ確実に輸送するため、国、県、関係機関と連携

（主な取り組み）

　〇臨時離着陸場（ヘリポート）の選定と整備

　しながら、緊急輸送体制を整備します。

（主な取り組み）

　〇土砂災害防止施設の整備推進の要望及び町有地における急傾斜地の整備

　〇土砂災害発生からの早期復旧のための資機材の確保

　〇町民が土砂災害等から円滑に避難するための警戒周知の徹底

　〇防災情報の提供及び土砂災害ハザードマップの有効活用

　〇民間事業者による開発行為における適正な雨水排水処理の指導（再掲）

　那須岳火山防災の対策推進（リスクシナリオ１－４、８－３）

　将来起こりうる那須岳の火山活動に対する防災対策を推進します。

（主な取り組み）

　総合的な土砂災害対策を推進します。

　河川等に関する施設長寿命化対策（リスクシナリオ１－２、７－１）

　豪雨等による被害を最小限に抑えるため、普通河川及び農業関連水利施設の適切な維持管理と長寿命化

　を図ります。

（主な取り組み）

　〇普通河川における護岸等の維持管理

　〇農業水利施設である矢ノ目ダム（町管理）の適正管理と長寿命化推進

　〇土地改良区等の管理施設である温水ため池の適正管理指導

　総合的な土砂災害等の対策推進（リスクシナリオ１－３）

　豪雨等による土砂災害等が発生した場合に、被害の軽減を図るため、ハード対策、ソフト対策両面から

　道路ネットワークの構築（リスクシナリオ２－１、５－２、６－４）

　緊急輸送道路等の道路ネットワークの計画的な整備、耐震化、維持管理を推進します。

（主な取り組み）

　〇緊急輸送道路に指定されている路線の区間拡張や新規指定に関する要望活動（Ｐ24参照）

　〇緊急輸送道路及び避難路等沿道建築物の耐震化の推進（再掲）

　〇生活道路、通学路等については、那須町道路整備５カ年計画等に基づいた計画的な整備・維持管理

　　の推進



（主な取り組み）

　〇仮置き場の確保及び廃棄作業の円滑運営
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　災害発生時において、事業所からの有害物質流出や原子力発電所における異常事態による健康被害や

　環境への悪影響を防止するための対策を推進します。

　〇原子力発電所立地県である福島県、茨城県内からの避難住民等の受け入れ体制の確立

（主な取り組み）

　〇民間事業所で保管されている有害物質等の適正な保管指導

　〇有害物質等が環境に及ぼす影響についての早期モニタリングと町民への周知

　災害廃棄物の処理体制の整備（リスクシナリオ８－１）

　災害廃棄物処理基本計画を策定するとともに、災害廃棄物を円滑かつ迅速に処理する体制整備を推進します。

（主な取り組み）

　〇東京⇔那須湯本長距離バスのアクセスポイントとなる「道の駅那須高原友愛の森」の機能充実

　上下水道の耐震化と適切な維持管理（リスクシナリオ6－2）

　災害発生時において、町民の暮らしに大きな影響を及ぼす上水道、下水道の適切な設備改良と維持管理

　を推進します。

（主な取り組み）

　〇重要な管路、基幹施設の耐震化及び老朽管更新の推進

　有害物質等の大規模拡散・流出対策（リスクシナリオ７－２）

　道路の防災、減災対策（リスクシナリオ５－２、６－４）

　災害発生時において、安全で信頼性の高い道路ネットワークを確保するため、道路の防災、減災対策を

　推進します。

（主な取り組み）

　〇災害履歴がある箇所、区間等における防災、減災対策の推進

　〇災害時における那須町建設業安全協議会との連携体制の強化及び応急復旧の実施

　交通結節点への連携強化（リスクシナリオ５－３、６－４）

　災害発生時において、鉄道の不通が発生した場合に備え、広域交通アクセスポイントの整備を推進

　します。

　〇公共施設等における非常用電源設備の適切な維持管理と既存発電機の更新

　【再掲】帰宅困難者対策（リスクシナリオ２－４）

　大規模災害時において、帰宅困難者が発生した場合に備えた対策を推進します。

（主な取り組み）

　電源の確保（リスクシナリオ４－１）

　災害発生後の迅速かつ的確な情報収集、伝達及び関係機関相互の情報共有を図るため、安定した電源確

　保に資する取り組みを推進します。

（主な取り組み）

　〇電力会社との連携による電源車の緊急配備

　〇災害協定による収容施設、代替輸送手段の確保

　〇宿泊施設との協定や観光施設、宿泊施設、事業所における緊急備蓄品の確保



５　幹線道路の無電柱化 0ヵ所（H30） 1ヶ所（R7）

４　市街地における多目的空地の確保 1ヶ所（H30） 4ヶ所（R7）

※下水道については、主要施設の耐震工事を実施中
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１　住宅の耐震化率 72％（H27） 95％（R7）

２　多数の者が利用する建築物の耐震化率 77％（H27） 95％（R7）

３　上水道　基幹管路の耐震適合率 21％（H30） 30％（R7）

　災害復旧の迅速な対応が可能となる地籍調査を推進します。

　地籍調査の推進（リスクシナリオ８－２）

（主な取り組み）

　〇国土調査10か年計画及び臨時政策等に基づく地籍調査の着実な推進

【都市・インフラ】分野の重要業績指標

重要業績指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値



　〇自治会等と連携した避難支援の推進

　外国人対策（リスクシナリオ１－５、８－４）

　町内在住の外国人やインバウンド観光客の安全を確保するため、県と連携し、支援体制を整備します。

（主な取り組み）

　〇防災に関する情報の多言語化等

　〇災害時における町内在住通訳ボランティア人材の登録と運用

　〇外国語を話せる町職員の育成
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　〇防災行政無線の基地局・子局等の増設

　〇防災情報メール（安全安心メール）の登録数増加対策

　〇高齢者向け情報受信経費の支援

　〇エリアメールの適切な運用

　〇情報伝達技術の進化を取り入れた複合的な伝達手段の確保

　避難行動要支援者対策（リスクシナリオ１－５）

　災害発生時の一連の行動に支援を必要とする「避難行動要支援者」への情報伝達、避難誘導等の迅速な

　対応が可能となる体制を整備します。

（主な取り組み）

　災害発生時に、被害を最小限に抑えるため、地域で対応できる体制（共助）を整え、地域防災力の向上

　を図ります。

（主な取り組み）

　〇自主防災組織の結成、育成及び防災訓練の実施

　〇消防団の充実、強化

　町民等への災害情報の伝達（リスクシナリオ１－５、４－１）

　町民や観光客に対する情報伝達手段として、防災行政無線の活用をはじめ、災害の種別に応じた多様な

　伝達手段を確立し、迅速かつ正確な災害情報の伝達を図ります。

（主な取り組み）

　災害発生時に円滑かつ効果的な災害対策活動が行われるよう、普及啓発や防災教育を推進します。

（主な取り組み）

　〇町立保育園、小中学校、県立高等学校における管理者、職員等に対する研修

　〇私立幼稚園、私立中・高等学校との連携推進と災害時の情報共有

　〇園児、児童、生徒向け防災教育の実施（例：ナイスタイム）

　〇大規模ホテル、大規模小売施設における避難誘導体制の常時確認

　〇民間団体との連携

　〇気象、防災に関する講演会の開催

　地域防災力の向上（リスクシナリオ１－５、８－４）

　防災意識の啓発、防災教育の実施（リスクシナリオ１－５、８－４）

（３）町民の暮らし
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４　幼・保・小・中・高等学校における防災訓練実施率 100％（H30） 100％（R7）

２　那須町安全安心メール加入者数 3,300人（H30） 10,000人（R7）

３　災害時要援護者支援活動を実施する自治会 全体の60％（H30） 全体の100％（R7）

重要業績指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値

１　自主防災組織の結成 1団体（H30） 90団体（R7）

　災害発生時においてボランティア活動が円滑に行われるよう、関係機関等と連携しながら、環境整備を

　進めます。

（主な取り組み）

　〇社会福祉協議会と連携したボランティアセンターの開設

　〇ボランティア活動を総括するコーディネーター的人材の育成

　〇マスメディアへの的確な情報提供

　〇震災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定、訓練等の実施及び専門家やコーディネーターの

　　確保

【町民の暮らし】分野の重要業績指標

　　トリアージ及び後方医療機関への搬送

　〇特別救護班員を対象にしたトリアージ研修や資器材の配備

　感染症予防対策（リスクシナリオ２－５）

　避難場所、被災地区での感染症や食中毒の発生リスクに備え、平常時から感染症等の予防対策に取り

　組みます。

（主な取り組み）

　〇予防接種の実施や消毒、衛生害虫駆除を行う体制整備の推進

　災害ボランティアの活動体制の強化（リスクシナリオ８－２）

（主な取り組み）

　〇医療関係団体との災害時医療救護活動に関する協定の締結推進

　〇救護所の運営における医療関係団体との連携、協力体制の構築

　救護班、救護所、トリアージ体制の整備（リスクシナリオ２－３）

　救護班、救護所の整備により、災害時における負傷者への医療救護体制を確保します。

（主な取り組み）

　〇医療関係団体との協定に基づく医科、歯科の特別救護班の救護所への配置

　〇栃木県北地域内の救急医療機関等との協定に基づく災害時における救護所の設置及び負傷者の

　医療関係団体との連携強化（リスクシナリオ２－３）

　医療関係団体との連携、協力により、災害時医療救急体制の充実を図ります。



　〇農業用ダム（矢ノ目ダム）の適正管理と施設の長寿命化、管理技術者の育成

　〇共同利用施設（ＪＡ、森林組合）や農業用ため池、取水堰等の適正管理
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　【再掲】交通結節点への連携強化（リスクシナリオ５－３、６－４）

　災害発生時において、鉄道の不通が発生した場合に備え、広域交通アクセスポイントの整備を推進

　します。

（主な取り組み）

　〇東京⇔那須湯本長距離バスのアクセスポイントとなる「道の駅那須高原友愛の森」の機能充実（再掲）

　農林水産業にかかる生産基盤等の災害対応力の強化（リスクシナリオ５－１）

　災害発生時の被害を最小限に抑えるため、農業水利施設や農林業共同利用施設等の施設改良や適切な

　維持管理を図ります。

（主な取り組み）

（主な取り組み）

　〇災害履歴がある箇所、区間等における防災、減災対策の推進（再掲）

　〇災害時における那須町建設業安全協議会との連携体制の強化及び応急復旧の実施（再掲）

　【再掲】道路ネットワークの構築（リスクシナリオ２－１、５－２、６－４）

　緊急輸送道路等の道路ネットワークの計画的な整備、耐震化、維持管理を推進します。

（主な取り組み）

　〇緊急輸送道路に指定されている路線等の計画的な整備、耐震化、維持管理の促進（再掲）

　〇緊急輸送道路及び避難路沿道建築物の耐震化の推進（再掲）

　〇生活道路、通学路等の適切な維持管理と計画的な整備推進（再掲）

　した場合においても事業継続が図られるよう、東京圏に立地する企業の本社機能等の移転を推進します。

（主な取り組み）

　〇栃木県企業立地推進協議会との連携

　〇菱喰内工業団地内立地企業との情報交換等の推進

　〇本町へ本社機能や研究所を移転する際の企業への総合的支援

　〇町内における企業立地適地の選定及び産業団地適地の選定

　【再掲】道路の防災、減災対策（リスクシナリオ５－２、６－４）

　災害発生時において、安全で信頼性の高い道路ネットワークを確保するため、道路の防災、減災対策を

　推進します。

（４）産業と経済

　【再掲】物資、資機材等の備蓄、調達体制の整備（リスクシナリオ２－１、５－３）

　災害発生直後の被災町民等の生活を確保するため、必要となる物資の現物備蓄及び流通備蓄に計画的に

　取り組みます。

（主な取り組み）

　〇民間事業者との新たな協定締結や、防災協力事業所等登録制度の推進

　本社機能等の移転（リスクシナリオ５－２）

　国全体の強靭化に貢献する観点から、首都直下地震等による首都機能に甚大な被害を生じる災害が発生



　〇林業従事者増加対策の推進

　建設業における復旧、復興を担う人材を含めた労働者の育成、確保（リスクシナリオ８－２）

　高齢化の進行や、若年入職者の減少による担い手不足解消を図ります。

（主な取り組み）

　〇建設業団体と行政が連携した若年層入職推進対策の検討

　〇建設業イメージアップのための普及啓発事業の推進
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　取り組みを推進します。

（主な取り組み）

　〇優良農地の確保や地域の共同作業による農地や農業用施設の保全活動推進

　〇農業用ため池等のハザードマップ作成

　森林の適切な保全管理（リスクシナリオ７－３）

　森林が有する水源涵養機能、山地災害の防止等の機能の維持、増進を推進します。

（主な取り組み）

　〇那須町森林組合との連携強化

　〇国森林環境譲与税事業等を活用した森林整備の推進

　〇迂回路設定が可能な農道、林道の保全と整備推進

　農業水利施設の老朽化対策及び耐震化推進（リスクシナリオ７－１）

　災害発生の際に農業生産への影響が大きい農業用ため池や取水堰等の基幹的水利施設の老朽化対策と

　耐震化を推進します。

（主な取り組み）

　〇ダム、ため池等の機能診断の実施と耐震化を含む長寿命化対策の推進

　農地・農業用水利施設等の適切な保全管理（リスクシナリオ７－３）

　農業と農村が有する国土の保全機能、水資源の涵養、自然環境の保全等の多面的機能の発揮に向けた

　大規模災害発生時における電源を確保するため、太陽光発電等の再生可能エネルギーの利活用に加え、

　蓄電池との組み合わせを促進し、コジェネレーションシステムを導入するなどエネルギーの自立分散化

　を推進します。

（主な取り組み）

　〇町役場庁舎及び指定避難所等における自立分散型エネルギーの導入推進

　農道、林道の整備（リスクシナリオ６－４）

　災害発生時における避難路を確保するため、迂回路に活用できる農道や林道の把握と整備を推進します。

（主な取り組み）

　ライフラインの災害対応力強化（リスクシナリオ４－１、６－２）

　災害発生時におけるライフライン機能の維持及び確保を図るため、関係機関と連携しながら災害対応力

　を強化します。

（主な取り組み）

　〇電気、電話、上水道、下水道事業との連携と、災害対策上重要な設備の定期点検、長寿命化の推進

　〇総合防災訓練の実施

　自立分散型エネルギーの導入推進（リスクシナリオ６－１）



【参考】

那須町内において指定されている緊急輸送道路

〇第一次緊急輸送道路
　一般国道4号

　東北自動車道

〇第ニ次緊急輸送道路
　県道（主要地方道）大子那須線（小島～黒田原）

　県道稲沢高久線（高久甲地内）

〇第三次緊急輸送道路

　一般国道294号

　県道（主要地方道）那須高原線

　県道（主要地方道）矢板那須線

　県道（主要地方道）那須西郷線

　県道（主要地方道）大子那須線（黒田原～芦野）

　県道（主要地方道）黒磯棚倉線

　県道（主要地方道）大田原芦野線

　県道（主要地方道）伊王野白河線

１　災害時協力協定事業者、団体数 協定数29（H30） 協定数40（R7）

２　森林環境譲与税事業による森林整備面積累計 0ha（R１） 50ha（R7）

【産業と経済】分野の重要業績指標

重要業績指標（ＫＰＩ） 現状値 目標値
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第一次緊急輸送道路

第二次緊急輸送道路

第三次緊急輸送道路

那須塩原市

那須町



パブリックコメント　令和元年12月20日（金）～令和2年1月20日（月）


